
（単位：百万円）

金　　額 金　　額

13,153 177,301 

預 貯 金 13,153 1,060 

184,902 176,240 

国 債 104,689 1,651 

地 方 債 2,028 28 

社 債 70,415 1,125 

外 国 証 券 7,768 5 

385 475 

建 物 133 631 

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 251 7 

5,649 5 

ソ フ ト ウ ェ ア 4,509 64 

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 1,139 60 

0 135 

24 412 

7,691 180,778 

未 収 金 4,783 

前 払 費 用 1,809 40,000 

未 収 収 益 474 40,000 

預 託 金 95 40,000 

仮 払 金 3 △53,934 

そ の 他 の 資 産 524 △53,934 

△2 繰 越 利 益 剰 余 金 △53,934 

26,065 

4,961 

4,961 

31,026 

211,805 211,805 

現 金 及 び 預 貯 金 保 険 契 約 準 備 金

2018年度（2019年3月31日現在） 貸借対照表

科　　　目 科　　　目

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

無 形 固 定 資 産 仮 受 金

支 払 備 金

有 価 証 券 責 任 準 備 金

代 理 店 借

再 保 険 借

そ の 他 負 債

未 払 法 人 税 等

有 形 固 定 資 産 未 払 金

未 払 費 用

預 り 金

資 本 準 備 金

賞 与 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

代 理 店 貸 価 格 変 動 準 備 金

再 保 険 貸 繰 延 税 金 負 債

そ の 他 資 産 負債の部　合計

（ 純 資 産 の 部 ）

資 本 金

資 本 剰 余 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

純資産の部　合計

資産の部合計 負債及び純資産の部合計

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

貸 倒 引 当 金

株 主 資 本 合 計

その他有価証券評価差額金



注記事項

（貸借対照表関係）

 

　　なお、上記の方法により計算された金額の他、保険業法上の標準責任準備金積立に向け2,350百万円を計上しております。

   （９）価格変動準備金の計上方法

    価格変動準備金は保険業法第115条の規定に基づき算出した額を計上しております。

   （１０）消費税及び地方消費税の会計処理

    税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象外消費税等のうち、税法に定める繰延消費税等については、前払費用に

　　計上し5年間で均等償却し、繰延消費税等以外のものについては、発生年度に費用処理しております。

　２．金融商品の状況に関する事項及び金融商品の時価等に関する事項は次のとおりであります。

   （１）金融商品の状況に関する事項

　　当社の資産運用は、生命保険契約の負債特性に応じた資産及び負債の総合的管理（ALM）を推進し、公社債等の運用により中長期

　　的に安定した収益の確保を図っております。

　　当社の主な金融商品のうち、公社債（国債、地方債及び社債）及び外国証券（公社債）については、市場リスク（市場金利等の変

    動により価格が変動するリスク）及び発行体等の信用リスクに晒されております。

    当社は、取締役会で策定している「資産運用リスク管理方針」において、資産運用リスクのリスク管理部門を定め、資産運用全体

    のリスクを管理する体制を整備しております。合わせて、「資産運用リスク管理規程」において、金融商品に関する資産運用リス

    クである「市場リスク」「信用リスク」のそれぞれについてリスク管理の枠組みを定めるとともに、具体的なリスク管理手法を定

    め、リスクの定量的かつ統合的な把握・管理に努めております。また、資産運用リスクの管理部門は、投資の執行部から独立する

    ことで、組織面においても内部牽制機能を確保し、執行部に方針及び諸規程を遵守させることにより、実効性の高いリスク管理体

    制の構築を図っております。取締役会は、リスク管理状況の報告を受け、経営の意思決定を行っております。

    市場リスクについては、金融商品の価値がマーケットの変化により、どの程度の損失を被る可能性があるかを把握・分析するため、

    統合的なリスク量としてバリュー・アット・リスク（VaR）を計測し、これを市場リスクに備えたリスク・リミット（含み損益や売

    却損益等を考慮）と比較することで管理しております。

　　信用リスクについては、発行体の格付に応じて投資限度額を定め、投資残高が限度内であることを随時モニタリングするとともに、

　　格付を定期的にモニタリングし信用状況の変化を管理しております。さらに、投資残高にリスク係数を乗じる等の方法によりリス

　　ク量を計測し、これを信用リスクに備えたリスク・リミットと比較することで管理を行っております。

（２）金融商品の時価等に関する事項

　　当期末における主な金融商品に係る貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

　　に基づく5年チルメル式により計算しております。

  １．会計方針に関する事項

    (１)有価証券の評価基準及び評価方法

    満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法(定額法)、その他有価証券については3月末日の市場価格等に基づく

　　時価法（売却原価の算定は移動平均法）によっております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により

　　処理しております。

   （２）有形固定資産の減価償却の方法

    建物は定額法、その他は定率法によっております。

   （３）無形固定資産の減価償却の方法

    自社利用のソフトウェアは利用可能期間に基づく定額法によっております。

   （４）外貨建資産等の本邦通貨への換算基準

    外貨建資産・負債は、3月末日の為替相場により円換算しております。

   （５）貸倒引当金の計上方法

    貸倒引当金は、「資産査定規程」および「償却・引当規程」に則り、必要と認める額を計上しております。すべての債権は、「資産

　　査定規程」に基づき、関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果

　　に基づいて上記の引当を行っております。

   （６）賞与引当金の計上方法

    従業員の賞与に充てるため、支給見込額のうち当期負担額を計上しております。

   （７）退職給付引当金の計上方法

    従業員の退職給付に備えるため、企業会計基準第26号「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準委員会）に定める簡便法（期

    末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法）により、当期末において発生していると認められる額を退職給付引当金に計上して

    おります。

   （８）責任準備金の積立方法

    責任準備金は保険業法第116条の規定に基づく準備金であり、保険料積立金については保険業法施行規則第69条第4項第4号の規定



　満期保有目的の債券

　その他有価証券

種類

公社債

公社債

公社債

外国証券
（公社債）

公社債

外国証券
（公社債）

43百万円

18百万円

0百万円

60百万円

72百万円

   （１）採用している退職給付制度の概要

    当社は退職一時金制度を採用しており、勤務期間等に基づいた一時金を支給します。

   （２）退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

    当期首における退職給付引当金

    退職給付費用

    退職給付の支払額

    当期末における退職給付引当金

   （３）退職給付費用

    退職給付費用

　 　なお、受入出向者に係る出向元への負担額を含んでおります。

1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超

 預貯金 13,153 - - -

 有価証券 3,623 15,597 41,525 109,091

　満期保有目的の債券 - - 1,011 66,127

　その他有価証券 3,623 15,597 40,514 42,964

※期間の定めのないものは含めておりません。

  ３．保険業法第259条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する当期末における当社の今後の負担見積額は、311百万円であり

　　　ます。

　 なお、当該負担金は拠出した年度の事業費として処理しております。

  ４．退職給付に関する事項は次のとおりであります。

償却原価 計上額

 貸借対照表計上額が取得原価又
 は償却原価を超えるもの

100,001 106,923 6,922

4,500 4,539 39

 貸借対照表計上額が取得原価又
 は償却原価を超えないもの

2,797 2,783 △ 14

3,285 3,228 △ 56

合計 110,584 117,475 6,890

　　　　 （２）有価証券

　　　　　　 3月末日の市場価格等によっております。

　　 （注２）有価証券に関する事項

　　　　 満期保有目的の債券において、種類ごとの貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：百万円）

貸借対照表計上額 時価 差額

　　 （注３）金銭債権及び満期がある有価証券の償還予定額

　（単位：百万円）

 時価が貸借対照表計上額を超え
 るもの

66,827 80,360 13,532

 時価が貸借対照表計上額を超え
 ないもの

600 588 △ 11

合計 67,427 80,948 13,520

　　     その他有価証券において、種類ごとの取得原価又は償却原価、貸借対照表計上額及びこれらの差額については、次のとおり

　　　   であります。

　（単位：百万円）

種類
取得原価又は 貸借対照表

差額

貸借対照表計上額 時価 差額

 現金及び預貯金　　　　 13,153 13,153 -

67,427 80,948 13,520

117,475 117,475 -

　　 （注１）金融商品の時価の算定方法

　　　　 （１）現金及び預貯金

　　　　　 　これらはすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

 有価証券 184,902 198,423 13,520

（単位：百万円）



　

　評価性引当額 48 450 831 1,330

- - - -

　　　     (※1)繰越欠損金は、地方税に係る法定実効税率を乗じた額であります。

  繰越欠損金（※1） 48 450 831 1,330

1年以内 1年超5年以内 5年超 合計

　９．1株当たり純資産額は、38,783円07銭であります。

　　　当期における税効果会計適用の法定実効税率は、回収又は支払が見込まれる期間が2019年4月1日以降のものについては28.00％であ

　　　ります。

　　　なお、当期より企業会計基準第28号「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴い、注記内容を一部追加しております。

　８．保険業法施行規則第71条第1項に規定する再保険を付した部分に相当する責任準備金（以下「出再責任準備金」という。）の金額は、

　　　0百万円であります。

　繰延税金資産

　６．関係会社に対する金銭債権の総額は、2,893百万円、金銭債務の総額は、11百万円であります。

　７．繰延税金資産の総額は、3,019百万円、繰延税金負債の総額は、1,929百万円であります。繰延税金資産のうち評価性引当額として控除

　　　した額は、1,502百万円であります。

　　　繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、繰越欠損金1,330百万円、保険契約準備金807百万円、税務上の営業権483百万円であります。

　　　繰延税金資産から評価性引当額として控除した額のうち、繰越欠損金に係る評価性引当額は1,330百万円、将来減算一時差異等の合計に

　　　係る評価性引当額は172百万円であります。

　　　繰延税金負債の発生の主な原因別内訳は、その他有価証券の評価差額1,929百万円であります。

　　　繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額は次のとおりであります。

　（単位：百万円）

  ５．有形固定資産の減価償却累計額は、350百万円であります。



（単位：百万円）

経　　常　　収　　益 37,672

35,507

35,459

48

2,138

2,129

預 貯 金 利 息 1

有 価 証 券 利 息 ・ 配 当 金 2,128

7

0

27

27

経　　常　　費　　用 49,393

7,590

556

35

5,203

1,682

16

95

20,291

165

20,126

2

0

1

18,376

3,132

1,532

1,583

17

経　　常　　損　　失 11,720

特　　別　　損　　失 34

12

22

11,755

△ 2,784

△ 61

△ 2,845

8,909

保 険 料

科　　　　　　目 金　　　　　　額

保 険 料 等 収 入

解 約 返 戻 金

再 保 険 収 入

資 産 運 用 収 益

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入

有 価 証 券 売 却 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

そ の 他 経 常 収 益

そ の 他 の 経 常 収 益

保 険 金 等 支 払 金

保 険 金

年 金

給 付 金

減 価 償 却 費

そ の 他 返 戻 金

再 保 険 料

責 任 準 備 金 等 繰 入 額

支 払 備 金 繰 入 額

責 任 準 備 金 繰 入 額

資 産 運 用 費 用

支 払 利 息

為 替 差 損

事 業 費

そ の 他 経 常 費 用

税 金

法 人 税 等 合 計

当 期 純 損 失

退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額

固 定 資 産 等 処 分 損

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額

税 引 前 当 期 純 損 失

法 人 税 及 び 住 民 税

法 人 税 等 調 整 額

2018年度
2018年 4月01日から
2019年 3月31日まで

損益計算書



注記事項

（損益計算書関係）

　　　(１)親会社及び法人主要株主等 (単位：百万円)

種類 取引金額 科目

親会社 2,790 未収金
住友生命保険
相互会社

被所有
直接100.0%

役員の受入
出向者の受入
連結納税等

連結納税に伴
う受取予定額

2,790

　１．関係会社との取引による収益の総額は、25百万円、費用の総額は、1,244百万円であります。

　なお、上記の他に連結納税に伴う受取予定額2,790百万円を計上しております。

　２．有価証券売却益の内訳は、国債等債券7百万円であります。

　３．責任準備金繰入額の計算上、差し引かれた出再責任準備金繰入額の金額は、0百万円であります。

　４．1株当たり当期純損失は、11,137円01銭であります。

　５．関連当事者との取引は以下のとおりであります。

会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

取引の内容 当期末残高


